環境影響評価制度検討部会検討結果

１　制度の形式について

（１）制度の形式について

制度運用の透明性，実効性を確保するため，「条例」による制度とする。

（２）県条例との関係について

県条例の対象事業適用除外要件を満たす内容とする。
２　対象事業について

（１）対象とする事業についての考え方

市の環境特性を踏まえて，以下の考え方で対象事業を選択する。
ア　市の環境への著しい影響を及ぼす恐れのある１８事業を対象事業とする。
（法第１種事業は除く）

イ　県条例対象事業でも市域で実施される可能性がない事業については，除外する。（ダム，水力発電所，地熱発電所，リゾートマンション）

ウ　県条例対象事業でなくても新たに実施される可能性のある事業で，地域環境に重大な影響を及ぼす可能性のある事業は対象とする。（風力発電所）

（２）対象とすべき事業

資料２－３のとおり

３　対象事業の規模
（１）規模要件の考え方

市の地域特性を考慮し「一般地域」と「特別配慮地域」に分けて以下の考え方で規模要件を設定する。
ア　一般地域

①　市は県の３分の１の人口を有し，物流や交通の拠点となっており，事業所等の集積度が高いことから，対象事業については，「市の自然環境や生活環境の保全」と「経済的な発展や都市基盤整備」の両者を鑑み，県に「準ずる」規模要件を採用し，法の規模要件の50％とする。
②　法の規模要件の50％よりも県条例の規模要件の方が小さい場合は，県条例の規模要件を適用する。
③　法に無い事業については，県条例と同等の規模要件とする。
④　飛行場については，環境基準不適合地域があることから，県条例と他の政令市の規模要件の中で最も厳しいものを適用する。
⑤　県条例が独自に定める事業の規模要件が，他の政令指定都市の規模要件の範囲に無く緩い場合は，別途検討して県条例よりも厳しい規模要件を設定する。

イ　特別配慮地域
国定公園・ラムサール条約湿地・国指定鳥獣保護区など，周辺環境に特に配慮すべき地域は特別配慮地域として，一般地域よりも厳しい規模要件とする。

特別配慮地域の規模要件＝一般地域×0.6　（県と同等の割合）

（２）対象事業と規模要件
資料２－４のとおり
４　手続きについて

（１）戦略的環境アセスメントについて

国においても，制度としての導入については検討中であり，現時点で戦略的環境アセスメント等の考えを市の制度に取り込むことは困難である。
従って，戦略的環境アセスメントの本市における制度化については，国や他の自治体の状況を踏まえて，今後とも関連する情報の収集と検討を継続していく。

（２）事前配慮制度について
開発事業による環境への影響を可能な限り回避・低減させるためには，事業計画の構想・計画段階といった早期の段階から，事業計画の特性等を踏まえたうえで環境の保全の観点から必要かつ十分な配慮を行うことが重要である。
このため市は，自然環境の保全や，より望ましい快適な環境の創造などに関して，事業者が事前に配慮すべき事項を「環境配慮指針」として示し，事業者に対して指針に基づく適切な環境配慮を事業計画の中に取り入れることを求めていく「事前配慮制度」を導入することとする。

５　調査及び評価手法について

（１）予測・評価項目の選定について

ア　市の制度における予測・評価項目については，市の環境基本計画で定める環境保全の範囲を基本とするが，市の自然環境や生活環境の特性を考慮し，新たに追加すべき項目について検討を行う。
イ　国の基本的事項の改正を鑑み，市の制度で定める環境影響評価項目は「参考項目」とし，事業者の主体的な判断により，項目の削除及び追加がより積極的に実施できるものとする。
（２）調査・評価方法について

国の制度において，平成１７年３月に基本的事項の改正が，平成１８年３月に主務省令の改正が行われていることから，市で定める技術指針はこの内容を反映させた内容とする。

６　審査のあり方について

（１）審査会の位置づけについて

審査会については，その権限を強化し，公平かつ適正な審査が可能となるよう条例に基づく附属機関とする。
（２）審査会の役割について

ア　市条例対象事業について，方法書，準備書，事後調査報告書の審査を行い，市長へ意見提出を行うこと。
イ　法や県条例対象事業について，方法書，準備書，事後調査報告書に関する市長意見の作成において，意見提出を行うこと。
ウ　評価項目や調査，予測及び評価を行うための基本的事項をまとめた「技術指針」の策定や改正に際して専門的立場から意見を述べること。
（３）審査会委員の構成について

ア　審査する環境項目の各分野において専門知識と経験を有する学識経験者を中心に１５名程度選任する。
イ　必要に応じて外部の専門家も審査会に招聘し，意見を求める。
ウ　審査会の透明性を高めるため，専門家以外の市民の参加を検討する。
７　事後措置について
（１）準備書・評価書への事後調査計画の記載について

環境影響の予測・評価の不確実性を補い，必要な環境保全措置を講じるため，事後調査の計画を準備書，評価書に記載する。

（２）事後調査報告書の作成

事業者に対して事後調査報告書の作成・提出を義務付ける。さらに報告書は公表し，住民が意見を提出できるものとする。
（３）環境保全措置

市長は，事後調査報告書の結果に基づき必要と認める場合，事業者に対して環境保全について必要な措置の実施を求めることができる。

（４）報告の徴収及び立ち入り検査の実施

市長は，評価書に記載された環境監視及び環境保全対策が的確に実施されているかどうかについて，必要に応じて報告を求めたり，事業区域への立ち入り検査をすることができるものとする。

（５）事後調査基準
事後調査マニュアルを策定し，事後調査の手順を明確にする。

８　住民等の関与と情報公開について

（１）住民等の関与について

ア　意見提出について

住民は，方法書及び準備書の公告縦覧や事後調査報告書の公表において，環境保全の見地からの意見を提出できる。

イ　事業者説明会について

事業者は，準備書の縦覧期間中に，住民等を対象とした準備書に関する説明会を開催する。
ウ　公聴会について

市長は，準備書の市長意見の作成に際して，環境保全の見地から住民等の意見を聴く必要があると認める場合は，公聴会を開催する。
エ　住民等の範囲について

方法書，準備書及び事後調査報告書に対する意見提出や，説明会，公聴会へ参加できる住民等の範囲は設けない。
（２）情報公開について

ア　アセス図書の公開について

アセス図書（事前配慮計画書，方法書，準備書，評価書，事後調査報告書）については，貴重種の保全に関する場合等，特に配慮が必要な情報を除き原則すべて公開とし，住民がいつでもその情報を入手できるよう，ホームページで公開する。
イ　分かりやすいアセス情報の提供について

アセス図書については，概要書も同時に作成し，住民にとって分かりやすくなるよう配慮する。また公告縦覧に際しては，閲覧場所や時間等，住民がアセス図書を閲覧しやすい環境を整備する。
ウ　審査会の公開について

審査会の議事については，原則公開とし，議事資料及び議事概要についてもホームページ等で公表する。
９　制度の実効性の確保について

（１）事業の免許などの権限者への配慮要請

市長は，自らが許認可権限者の場合は，当該許認可に際して環境影響評価書に基づいて，環境保全に適切に配慮されているかを審査する。それ以外の場合は，許認可権限者に環境影響評価書の内容に配慮するよう要請する。

（２）勧告及び公表

市長は，事業者が市条例に定める手続き等を行わなかった場合や，虚偽の報告等をするなど，手続きにおいて明確なルール違反があった場合や，評価書に記載した環境保全措置を実行しなかった場合などには，事業者へ必要な措置を講ずるよう勧告を行うとともに，事業者正当な理由なく勧告に従わない場合は，事業者名を含めた勧告の内容を公表する。
１０　法対象事業について
法対象事業に関しても，市条例対象事業と同様に以下の手続き等を実施する。
ア　事前配慮の実施（事前配慮計画書の提出は任意）

イ　方法書，準備書及び事後調査報告書に対する市長意見作成における，審査
会の開催
ウ　公聴会の開催
エ　事後調査の実施及び事後調査報告書の提出
オ　事後調査結果に基づく事業者に対する環境保全上の措置要請
カ　必要な場合における事業地への立ち入り検査の実施
キ　事業者に対する報告及び資料提出要請
ク　虚偽記載などに対する必要な措置の勧告及び勧告に従わない場合における事業者名と勧告内容の公表。
資料２－２
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